
子ども・子育て支援調査特別委員会 運営方針（案） 

令和元年６月 18日 

 

１ 特別委員会の設置目的 

子ども・子育て支援に関する区の取組についての審議 

 

２ 基本的運営方針 

（１）子ども・子育て支援新制度のもとで実施される、待機児童解消に向けた保育施設等

の検討状況のほか、児童虐待、子どもの貧困、親や子の居場所づくりなど、本区の子

育てをめぐる課題解決の取組に着目した調査研究を行う。 

（２）特別委員会は、調査研究の過程で、執行機関の行政運営に対し、随時意見要望、政

策提案等を行うとともに、国などへ意見書の提出を提案する。 

 

３ 運営手続 

（１）特別委員会の具体的運営（視察及び研究会を含む。）については、理事会で協議して

いく。 

（２）委員会における執行機関に対する資料要求については、申し合わせ事項（平成 7年

9月 20日議会運営委員会決定）のとおりとし、執行機関は、要求のあった資料の収集、

提供について、積極的に協力する。 

   【参考】申し合わせ事項「委員会における資料要求について」 

    委員からの資料要求は、委員会においてその提出の可否を決定する。ただし、理事会にお

いてその取扱いについての協議が整った場合はこの限りでない。 

（３）特別委員会の定例的な報告事項の取扱いについては、申し合わせ事項（平成 11年 6

月 29日議会運営委員会決定）のとおりとする。 

   【参考】申し合わせ事項「特別委員会の理事者報告について」 

特別委員会の定例的な報告事項については、常任委員会で重複して報告することを要し

ない。ただし、報告事項によっては、個々具体的な内容で常任委員会への報告が考えられ

るケースもあり得るので、その場合は、議長のもと関係委員長及び理事者が協議し、対処

するものとする。 

 

４ その他 

（１）委員会の略称は、「子ども」とする。 

（２）執行機関に出席を求める主な説明員は、教育長、子ども家庭部長、教育推進部長、

子育て支援課長、幼児保育課長、子ども施設担当課長、子ども家庭支援センター所長、

児童相談所準備担当課長、教育総務課長、学務課長、児童青少年課長、教育センター

所長とし、その外の関係部課長には、必要に応じて出席を求めるものとする。 


